
第４次総合計画　現行計画・基本計画改訂版　対照表及び見直し理由一覧

大綱８　行政経営

ページ 政策 該当箇所 現行計画 見直し案（第３回審議会時点） 見直し理由 備考

48 1 現状と課題
また、公共施設の老朽化に伴い、施設の更新などにかかる経費が

集中する時期を迎えようとしています。

また、公共施設の老朽化に伴い、施設の更新などにかかる経費が

集中する時期を迎えています。
7　その他 時制整理

48 1 現状と課題

地方分権改革が進む中、市民に身近な基礎自治体として、自主・

自立のまちづくりをさらに進めていく必要があります。また、持続可能

なまちづくりを進めるため、より一層効果的・効率的な行政運営が

求められています。ＰＤＣＡサイクルのもと、実施した取組の成果

や課題を検証したうえで、その結果を翌年度以降の取組につなげて

いく必要があります。

中核市への移行に伴い、これまで広域行政が担ってきた事務を、市

民に身近な基礎自治体として、より一層効果的・効率的に進めて

いくことが求められており、PDCAサイクルのもと、実施した取組の成

果や課題を検証したうえで、その結果を翌年度以降の取組につな

げていく必要があります。

1-1　中核市移行

48 1 現状と課題
公共施設については、維持管理・更新などのトータルコストの縮減

や財政負担の平準化に努める必要があります。

公共施設については、最適な整備・配置・維持保全を行い、トータ

ルコストの縮減や財政負担の平準化に努める必要があります。
5　個別計画等 公共施設総合管理計画（R4.3改訂）

48 1 現状と課題
（追加） また、市民の利便性を向上させるため、デジタル・トランスフォーメー

ション（DX）を推進することも喫緊の課題となっています。
2-2　コロナ（DX）

48 1 現状と課題

また、時代の変化を見据え、柔軟に行政課題に対応できる人材を

育成するとともに、効率的な組織運営を進める必要があります。さら

に、ＩＣＴの利活用などにより、市民サービスの向上や行政運営の

効率化を図る視点も重要です。

時代の変化を見据え、柔軟に行政課題に対応できる人材の確保・

育成に努めるとともに、DXも含め行政運営の効率化を図る取組を

推進することで、限られた財源と人材の有効活用を図り、平常時は

もとより災害発生や感染症感染拡大などの非常時においても、持

続可能な組織づくりを進める必要があります。

2-1　コロナの影響

2-2　コロナ（DX）

49 1 施策8-1-1

また、大阪府からの権限移譲や、近隣自治体などとの広域連携に

努めるとともに、簡素で効率的な行政組織の構築を図ります。

また、中核市としての権限の発揮や、近隣自治体などとの広域連

携に努めます。併せて、民間活力の導入も含めた業務プロセスの改

善によって、簡素で効率的な行政組織の構築を図ります。
1-1　中核市移行

49 1 施策8-1-2 行政経営部 都市計画部 7　その他 組織改編に伴う修正

49 1 施策8-1-3 人材育成の推進 働きやすい職場づくり・人材育成の推進 5　個別計画等 働き方改革関連法（H31.4）

49 1 施策8-1-3

時代の変化を見据えながら、行政課題に適切かつ柔軟に対応でき

る職員を育成するとともに、職員が能力を発揮できる組織づくりを行

うため、市民対応能力や政策立案能力の向上などを目的とした職

員研修の充実や人事評価制度の活用などを進めます。

時代の変化を見据えながら、行政課題に適切かつ柔軟に対応でき

る職員の育成をめざします。また、市民対応能力や政策立案能力

の向上など、職員の能力開発に資する職員研修の充実や人事評

価制度の活用などを進めるとともに、ワーク・ライフ・バランスの実現な

ど、職員が働きやすい環境づくりを進めます。

7　その他

5　個別計画等

審議会意見（人材育成）

働き方改革関連法（H31.４）

49 1 施策8-1-4

市民の利便性の向上や行政運営の効率化を図るため、ＩＣＴの

利活用を進めます。

市民の利便性の向上や行政運営の効率化を図るため、オンライン

での申請・使用料支払いなど、ICTの利活用とデジタルデバイド対

策を進め、自治体DXの推進を図ります。
2-2　コロナ（DX）

一部、審議会意見「自治体DXの推進と

は具体的に何を指しているのか」

1 施策8-1-4

情報セキュリティの脅威に対応するため、情報システムの強化を図り

ます。

情報セキュリティの脅威に対応するため、職員への研修をはじめとし

て、情報セキュリティ管理の強化を図ります。 7　その他
審議会意見「情報セキュリティに対する職

員への啓発の方が大事ではないか」

49 1 施策指標8-1-1

財政調整基金残高 財政調整基金残高の標準財政規模に対する割合

指標３　数量→割合

中核市に移行し、財政規模が拡大。財

政規模に応じた適切な残高の確保が必

要なため、本市の財政規模の変動状況

を踏まえ、金額は固定せず、標準財政規

模に対する割合に変更
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49 1 施策指標8-1-2
（追加） 公共施設（一般建築物）の改修や建替えをした件数

指標１　補完追加
現行指標の目標達成を受け、補完するた

めの新規指標を追加

49 1 施策指標8-1-3 （追加） 年間の時間外勤務時間数が360時間以下の職員数の割合 指標４　新規追加 働き方改革関連法（H31.4）

49 1 施策指標8-1-4 （追加） 電子化した行政手続におけるオンライン申請件数の割合 指標４　新規追加 DX推進を測る指標として設定

49 1 関連する主な個別計画 公共施設最適化計画 公共施設（一般建築物）個別施設計画 5　個別計画等 R3.3

49 1 関連する主な個別計画 職員体制最適化計画 職員体制計画 5　個別計画等 R2.2

49 1 関連する主な個別計画

（追加） ○みんなのはたらきかたプラン～働きやすい職場を目指して～　○

障がい者活躍推進計画 5　個別計画等

みんなのはたらきかたプラン～働きやすい

職場を目指して～（R3.7）

障がい者活躍推進計画（R2.12）
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